
証券コード　1824

2020/05/28 18:58:40 / 19597970_前田建設工業株式会社_招集通知（Ｃ）

第75回定時株主総会招集のご通知に際しての
インターネット開示事項

１．事業報告
会社の体制及び方針………… １頁

２．連結計算書類
連結株主資本等変動計算書… ５頁
連結注記表…………………… ６頁

３．計算書類
株主資本等変動計算書……… 23頁
個別注記表…………………… 24頁

上記の事項につきましては、法令及び当社定款
第15条の規定に基づき、インターネット上の当社
ウェブサイト（http://www.maeda.co.jp/）に
掲載することにより開示しております。

表紙



2020/05/28 18:58:40 / 19597970_前田建設工業株式会社_招集通知（Ｃ）

１．事業報告
会社の体制及び方針
１．業務の適正を確保する体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の適正を確保する
ための体制として決議した事項は以下のとおりであります。

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の取締役は、「ＭＡＥＤＡ企業行動憲章」に則り、グループ企業全体における法令遵守並びに企業倫理の
浸透を率先垂範して行うとともに、法令及び定款に違反する行為の有無について、「業務執行確認書」を決算期
毎に取締役会へ提出します。また、社長を議長とする「ＣＳＲ戦略会議」を設置し、ＣＳＲ活動の現状の把握、
評価と今後の方針について審議します。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役の職務の執行に係る文書その他の情報（電磁的記録を含む）について、文書管理規程及び情報
システムセキュリティに関する社内規定などに従い、適切かつ検索性の高い状態で保存及び管理を行います。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「ＭＡＥＤＡリスク管理方針」及びリスク管理規程に基づき、リスク管理委員会が「ＭＡＥＤＡ企業
行動憲章」を阻害するリスクを管理します。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、組織関係規程により取締役の職務執行が適正かつ効率的に行える体制を整備します。また、執行役員
制度を採用し、取締役の員数をスリム化することで、経営の意思決定の迅速化を図ります。

(5) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、総合監査部が、適正な業務運営体制を確保するために、内部監査を実施します。また、ＣＳＲ・環境
部が、法令遵守並びに企業倫理に関する教育・普及等の活動を推進します。さらに、「企業行動ヘルプライン・
ホットライン」（相談・通報制度）を設置し、不正行為の未然防止や早期発見を的確に行います。

(6) 会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、関係会社規程に基づき、グループ経営における業務の適正・信頼性を確保するための内部統制の構築
を行います。また、定期的に「関係会社ヒアリング」を開催するなど、当社と関係会社とが相互に密接な連携の
もとに経営を円滑に遂行し、グループ企業の総合的な事業の発展を図ります。
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(7) 監査役の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　当社は、監査役の職務の補助を担当する使用人に対する指示の実効性の確保に努めるとともに、当該使用
人の人事考課は監査役が行い、異動などについては監査役会の同意を得ることとします。

(8) 監査役への報告に関する体制
　当社及び当社の子会社の取締役、監査役及び使用人等は、職務執行に関し重大な法令、定款違反及び不正
行為の事実または会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは直接的または間接的を問わ
ず、直ちに監査役会に報告を行うものとします。なお、当社は、監査役への報告を行った当社及び当社の子
会社の取締役、監査役及び使用人等に対して、当該報告をしたことを理由とする不利な取り扱いを行うこと
を禁止します。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
　当社は、監査役がその職務の執行に関して費用の前払などの請求をしたときは、当該請求に係る費用など
が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該請求に応じることとしま
す。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　当社は、監査役・取締役・会計監査人が、定例的な会合を開催し、意見交換を行い、監査が実効的に行わ
れることを確保します。また、監査の実効性を高めるために、監査役会は総合監査部と連携し、監査方針・
監査結果などについて緊密な情報・意見交換を行います。

(11) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、財務報告の信頼性を確保するため、財務報告に係る内部統制の整備・運用体制を構築するととも
に、その体制が有効に機能していることを継続的に評価し、必要な是正を行います。

(12) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び反社会的勢力による被害を防止するための体制
　当社は、市民社会の秩序と安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては毅然とした態度で臨み、
断固として対決します。また、反社会的勢力から不当な要求を受けた場合の通報連絡体制を整備するととも
に、平素より外部の専門機関との緊密な連携関係を構築します。
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２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
(1) コンプライアンス体制

　当社は、当社が果たすべき社会的な役割と責任を定めた「ＭＡＥＤＡ企業行動憲章」を小冊子「ＭＡＥＤ
Ａ ＭＥＭＯ」に記し、全役職員へ配布することで企業倫理の確立とコンプライアンスの徹底を図っていま
す。
　また、「企業行動ヘルプライン・ホットライン」（相談・通報制度）により不正行為の未然防止や早期発
見に努めるとともに、通報案件に対応しました。

(2) リスクマネジメント体制
　当社は、リスクマネジメントに関する最上位の機関である「リスク管理委員会」において、当社グループ
全体の横断的なリスク管理を行っています。2019年度は４回開催し、各部門・部署が行った定期的なリス
ク調査の結果に基づき、「法的規制」、「製品の欠陥」、「災害等」、「経済・財政状況の変化」、「信
用」、「新規事業の展開」等のテーマで横断的に評価・分析を行いました。

(3) 取締役の職務執行体制
　当社の取締役は、執行役員制度のもと原則毎月開催の執行役員会にて、各執行役員より報告がなされる各
部門・部署の執行状況を把握するとともに、重要事項について協議し、機動的な意思決定を行いました。
　また、四半期ごとに取締役会において、担当する部門の業務執行状況の報告を行っています。

(4) グループ管理体制
　当社は、関係会社規程に基づき、当社グループ会社の業務執行について重要度に応じて、当社の取締役会
または取締役の承認を受ける体制を整備しています。
　また、「関係会社ヒアリング」を定期的に行い、グループ会社の業務執行状況の報告を受けています。

(5) 情報の保存及び管理体制
　当社は、取締役会議事録及び稟議書類等、取締役の職務の執行に係る各書類について、いずれも関係法令
及び関連する社内規程に基づき、関係部署が検索性の高い状態で適切に保存及び管理しています。

(6) 監査役の監査体制
　当社の監査役室は、監査役５名及び専任の補助使用人１名で構成されています。監査役は、取締役会、執
行役員会その他の重要な会議に出席するとともに、社長及び各本部長等並びに会計監査人及び内部監査部門
との定期的な会合において、情報・意見の交換を行うことにより監査の実効性を高めています。
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３．会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針
(1) 基本方針の内容

　当社は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式
の売却を行うか否かは、最終的には当社株式を保有する当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考
えます。
　しかしながら、将来起こりうる当社株式の大規模な買付行為の中には、明らかに濫用目的によるものがないと
は言えず、その結果として当社株主共同の利益を損なう可能性もあります。
　このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう者は、当社の財務及び事業の方針を支配す
る者として適当でないと判断します。

(2) 不適切な支配の防止のための取組み
　当社は、株主の皆様が、大規模な買付行為を適切に判断するためには、買付者及び当社取締役会の双方から必
要かつ十分な情報が提供されることが重要と考え、大規模な買付行為を行う買付者に対する対応方針（以下、「現
対応方針」といいます。）を策定しております。
　現対応方針は、特定の株主グループの議決権割合が20％以上とすることを目的とする当社株式の買付を行おう
とする者に対して、買付行為の前に当社取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供すること、及び当社取締役
会のための一定の評価期間が経過した後にのみ当該大規模買付行為を開始することをルールとして定め、これを
遵守しない大規模買付者に対して、当社取締役会が対抗措置を講じることがあることを明記しています。また、
当ルールが遵守された場合であっても、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損な
うものと取締役会が判断した場合には、対抗措置を講じることもあります。

(3) 上記の取組みについての取締役会の判断とその理由
　当社の会社支配に関する基本方針は、当社株主共同の利益を尊重することを前提としており、現対応方針も、
かかる基本方針の考え方に沿って設計され、当社株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために
必要な情報の提供や代替案の提示を受ける機会を保証することを目的としております。よって、現対応方針は株
主の皆様に適切な投資判断を行うことを可能とし、株主共同の利益を損なうものではないと考えます。
　また、現対応方針は大規模買付行為を受け入れるか否かが最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべき
ことを大原則としつつ、当社株主全体の利益を守るために必要な範囲で大規模買付ルールの遵守の要請や対抗措
置の発動を行うものです。さらに、大規模買付行為に関して当社取締役会が検討、評価し、取締役会としての意
見のとりまとめ、代替案の提示、大規模買付者との交渉を行い、または対抗措置を発動する際には、当社の業務
執行を行う経営陣から独立している委員で構成される第三者委員会へ諮問し、同委員会の勧告を最大限尊重する
ものとしています。これらのことから、現対応方針が当社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えま
す。
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２．連結計算書類
連結株主資本等変動計算書
第75期（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 28,463 36,798 152,170 △4,224 213,207
当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △3,770 △3,770
親会社株主に帰属する当期純利益 14,342 14,342
自己株式の取得 △3,983 △3,983
自己株式の処分 △12 395 382
自己株式の消却 △61 △3,654 3,715 －
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △43 △43
連結範囲の変動 △179 △179
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額）

当連結会計年度中の変動額合計 － △117 6,737 127 6,747
当期末残高 28,463 36,680 158,907 △4,097 219,954

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計そ の 他 有 価 証

券 評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利 益 累 計 額 合 計

当期首残高 33,091 △17 17 △7,091 26,000 13,374 252,582
当連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 △3,770
親会社株主に帰属する当期純利益 14,342
自己株式の取得 △3,983
自己株式の処分 382
自己株式の消却 －
非支配株主との取引に
係る親会社の持分変動 △43
連結範囲の変動 △179
株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額（純額） △17,755 0 △18 211 △17,561 101,820 84,259

当連結会計年度中の変動額合計 △17,755 0 △18 211 △17,561 101,820 91,007
当期末残高 15,336 △16 △0 △6,880 8,439 115,195 343,589
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連　結　注　記　表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
(１)連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　12社
主要な連結子会社の名称　　前田道路(株)、愛知道路コンセッション(株)

　当連結会計年度より、新たに設立した前田総合インフラ(株)を連結の範囲に含めています。また、当連
結会計年度において、連結子会社の前田総合インフラ(株)が株式を追加取得したことに伴い、持分法適用
関連会社であった前田道路(株)を連結の範囲に含めています。
(２)非連結子会社の名称及び連結の範囲から除いた理由

主要な非連結子会社の名称　(株)ジェイシティー
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連
結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項
(１)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

非連結子会社　　　　　　　１社
関連会社　　　　　　　　　５社
持分法適用の非連結子会社の名称

(株)ジェイシティー
持分法適用の主要な関連会社の名称

東洋建設(株)
　当連結会計年度より、持分法非適用関連会社であった愛知国際会議展示場(株)は重要性が増したため、
持分法適用の範囲に含めています。また、当連結会計年度において、連結子会社の前田総合インフラ(株)
が株式を追加取得したことに伴い、前田道路(株)を連結の範囲に含めたため、持分法適用の範囲から除外
しています。
(２)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称
(株)ちばシティ消費生活ピーエフアイ・サービス、(株)豊田東部スクールランチサービス

（持分法を適用しない理由）
　持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金
（持分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用か
ら除外しています。
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３．会計方針に関する事項
(１)有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的債券
償却原価法（定額法）

②　その他有価証券
時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定しています。）
時価のないもの

移動平均法による原価法
(２)デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法
(３)たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　未成工事支出金
個別法による原価法

②　販売用不動産、商品及び製品、開発事業等支出金、材料貯蔵品
個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　なお、材料貯蔵品について、一部の連結子会社は最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による
簿価切下げの方法）によっています。

(４)重要な固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く。）

　定率法を採用しています。但し、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。
　耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
　なお、連結子会社の一部の資産については、定額法又は生産高比例法を採用しており、定額法の耐用
年数については、経済的耐用年数によっています。

②　無形固定資産（リース資産を除く。）及び長期前払費用
　定額法を採用しています。但し、公共施設等運営権及び公共施設等運営事業の更新投資に係る資産に
ついては生産高比例法によっており、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によっています。

③　リース資産
　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する
減価償却方法と同一の方法によっています。また、所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資
産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
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(５)繰延資産の処理方法
①　社債発行費

　支出時に全額費用として処理しています。
②　開業費

　５年間で均等償却しています。
(６)重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上しています。

②　修繕引当金
　重機械類の大修繕に備えて、当連結会計年度までに負担すべき修繕見積額を引当て計上しています。

③　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当連結会計年度負担額を引当
て計上しています。

④　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額を引当て計上し
ています。

⑤　完成工事補償引当金
　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に充てるため、過去の一定期間における実績に基づく引当額を計上
しています。

⑥　工事損失引当金
　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、
かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を引当て計上しています。

⑦　株式給付引当金
　役員株式給付規程に基づく役員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末にお
ける株式給付債務の見込額を引当て計上しています。

⑧　債務保証損失引当金
　「株式給付信託（従業員持株会処分型）」終了時に、信託財産に係る債務残高が残る場合に備え、損
失負担見込額を引当て計上しています。

⑨　独占禁止法関連損失引当金
　独占禁止法等に関連する課徴金及びその他の支出に備えるため、当連結会計年度末における見積額を
引当て計上しています。
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(７)退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ
いては、給付算定式基準によっています。なお、一部の連結子会社は期間定額基準によっています。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年～15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ
ととしています。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～15年）に
よる定額法により按分した額を、費用の減額処理しています。

(８)収益及び費用の計上基準
　請負工事に係る収益の計上については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しています。
(９)重要なヘッジ会計の方法

　ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっています。
　なお、為替予約については振当処理の要件を満たすものは振当処理に、金利スワップについては特例処
理の要件を満たすものは特例処理によっています。
(10)のれんの償却方法及び償還期間

　金額に重要性がある場合には、５年間の均等償却とし、重要性が乏しい場合は、当連結会計年度の費用
として一括処理しています。
(11)消費税等の会計処理

　税抜方式によっています。

Ⅱ．表示方法の変更
連結損益計算書

　前連結会計年度において、区分掲記していた特別損失の「関係会社株式評価損」は重要性を勘案し、当連
結会計年度より「その他」に含めています。なお、当連結会計年度における「関係会社株式評価損」は４百
万円です。
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Ⅲ．追加情報
従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引

１．株式給付信託（従業員持株会処分型）
　当社は、従業員の福利厚生の増進及び当社の企業価値向上に係るインセンティブの付与を目的として、従
業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。
(１)取引の概要

　当社は、2019年３月より「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下「本制度」という。）を導
入しました。
　本制度の実施にともない、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」という。）
を受託者とする「株式給付信託《従業員持株会処分型》契約書」（以下かかる契約に基づいて設定される
信託を「本信託」という。）を締結しました。また、受託者は、資産管理サービス信託銀行株式会社（以
下「信託Ｅ口」という。）を再信託受託者として当社株式などの本信託の信託財産を再信託する契約を締
結しています。信託Ｅ口は、信託設定後３年間にわたり「前田建設工業社員持株会」（以下「持株会」と
いう。）が取得する見込みの当社株式を取得し、定期的に持株会に対して売却を行っています。信託終了
時までに、信託Ｅ口による持株会への当社株式の売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が
累積した場合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配します。また、
当社は、信託Ｅ口が当社株式を取得するために受託者が行う借入に対し保証をしているため、信託終了時
において、当社株式の株価の下落により株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当
該残債を弁済することとなります。
(２)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に
自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末35百万円、
32千株、当連結会計年度末562百万円、496千株です。
(３)総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度末943百万円、当連結会計年度末678百万円
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２．株式給付信託（ＢＢＴ）
　当社は、当社の取締役（社外取締役である者を除く。）及び執行役員（以下「対象取締役等」という。）
の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確にし、対象取締役等の企業価値向上に対するインセ
ンティブを強化するとともに、株主の皆様と一層の価値共有を進めることを目的として、対象取締役等に信
託を通じて自社の株式を交付する取引を行っています。
(１)取引の概要

　当社は、2019年６月21日開催の第74回定時株主総会決議に基づき、新たな業績連動型株式報酬制度
「株式給付信託（ＢＢＴ（＝Board Benefit Trust））」（以下「本制度」という。）を導入しました。
　本制度は、対象取締役等に対し、当社が定める役員株式給付規程（以下「本規程」という。）に従い、
業績達成度等に応じて当社所定の基準によるポイントを付与し、中期経営計画期間終了直後の一定の期日
に対象取締役等のうち本規程に定める受益者要件を満たした者（以下「受益者」という。）に対して、当
該受益者に付与されたポイント数に応じた当社株式を給付します。ただし、受益者が本規程に定める要件
を満たす場合には、ポイントの一定割合について、当社株式の時価相当の金銭を給付します。
(２)信託に残存する自社の株式

　信託に残存する自社の株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、株主資本に
自己株式として計上しています。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末549百万円、
657千株です。

取得による企業結合

　当社及び当社の完全子会社である前田総合インフラ株式会社は、2020年１月20日開催の各取締役会にお
いて、当社の持分法適用関連会社であった前田道路株式会社の普通株式を金融商品取引法による公開買付け
（以下「本公開買付け」という。）により取得することを決定し、2020年３月19日に本公開買付けに基づ
く株式の取得を行うことで当社の連結子会社としました。

１．企業結合の概要
(1)被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　前田道路株式会社
事業の内容　　　　　土木建築工事の請負、設計並びに監督、
　　　　　　　　　　土木建築工事の諸材料の製作販売等
　　　　　　　　　　前項に付帯関連する一切の事業
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(2)企業結合を行った主な理由
　当社として、①社会インフラの老朽化やデジタル化の加速などによる経営環境の急速な変化の中で、様々
な社会インフラに関わるすべてのサービス領域に事業領域を拡大し、総合インフラサービス企業グループ
への昇華を実現すること、②コンプライアンス及びコーポレート・ガバナンス体制の強化によりグループ
としての経営体制、事業運営の改革を実現することにより、前田道路株式会社のみならず当社グループ全
体の企業価値向上につながると考えたためです。
(3)企業結合日

2020年３月19日（株式追加取得日）
2020年３月31日（みなし取得日）

(4)企業結合の法的形式
現金を対価とする株式の取得

(5)結合後企業の名称
変更はありません。

(6)取得した議決権比率
企業結合直前に所有していた議決権比率 24.7％
企業結合日に追加取得した議決権比率 26.5％
取得後の議決権比率 51.3％

(7)取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社の完全子会社である前田総合インフラ株式会社が現金を対価として被取得企業の株式を取得したた
めです。

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間
　当連結会計年度末日をみなし取得日とし、貸借対照表のみを連結しているため、被取得企業の業績は含
まれていません。なお、被取得企業は決算日を３月31日とする持分法適用関連会社であったため、2019
年４月１日から2020年３月31日までの業績は「持分法による投資利益」として計上しています。

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
企業結合直前に保有していた株式の企業結合日における時価 41,349百万円
企業結合日に追加取得した株式の時価 86,154百万円
取得原価 127,504百万円

４．主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用等　1,036百万円

５．被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額
段階取得に係る差損　7,640百万円
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６．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
(1)発生したのれんの金額

48,689百万円
　のれんの金額は、当連結会計年度末において、取得原価の配分が完了していないため、暫定的に算出さ
れた金額です。
(2)発生原因

取得原価が企業結合日の被取得企業の時価純資産額を上回ったためです。
(3)償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
７．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 131,228百万円
固定資産 99,589百万円
資産合計 230,818百万円
流動負債 45,493百万円
固定負債 6,345百万円
負債合計 51,838百万円

８．取得原価の配分
　当連結会計年度末において、企業結合日における識別可能な資産及び負債の特定並びに時価の算定が未
了であり、取得原価の配分が完了していないため、その時点で入手可能な合理的情報に基づき暫定的な会
計処理を行っています。

９．企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及
ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高 217,157百万円
営業利益 7,305百万円
経常利益 3,342百万円
税金等調整前当期純利益 8,984百万円
親会社株主に帰属する当期純利益 △4,820百万円

（概算額の算定方法）
　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された連結売上高及び損益情報と、連結損
益計算書における連結売上高と損益情報との差額を、影響の概算額としています。なお、連結会計年度開
始の日に完了したと仮定して算定された連結売上高及び損益情報から、当社が当連結会計年度に計上した
被取得企業の持分法投資損益は除いており、のれん償却額は企業結合時に認識されたのれんが当連結会計
年度開始の日に発生したものとして算定しています。
　なお、当該注記は監査証明を受けていません。
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Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産

建物・構築物 411百万円
土地 61百万円
投資有価証券 1,321百万円
投資その他の資産（その他） 270百万円

合計 2,064百万円
担保に係る債務の金額

短期借入金 3,504百万円
長期借入金 2,090百万円

合計 5,594百万円
　ノンリコース債務に対応する担保資産は、「２．ノンリコース債務に対応する資産」に含めて記載して
います。

２．ノンリコース債務に対応する資産
現金預金 16,332 ( － ) 百万円
受取手形・完成工事未収入金等 1,638 ( － ) 百万円
材料貯蔵品 23 ( 23 ) 百万円
建物・構築物 99 ( 99 ) 百万円
機械・運搬具・工具・器具備品 12,131 (12,124) 百万円
公共施設等運営権 118,933 ( － ) 百万円

合計 149,158 (12,247) 百万円
　上記のうち、（ ）内書は工場財団根抵当に供されている金額並びに対応する資産です。

３．有形固定資産の減価償却累計額 181,251百万円
４．保証債務額

借入金に対する保証債務 1,019百万円
工事に対する入札・履行保証等債務 457百万円
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末日の発行済株式の種類及び総数

普通株式 194,608千株
２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　2019年６月21日の第74回定時株主総会において、次のとおり決議しています。
普通株式の配当に関する事項
(１)　配当金の総額 3,770百万円 (注1)(注2)
(２)　１株当たり配当額 20.0円
(３)　基準日 2019年３月31日
(４)　効力発生日 2019年６月24日

３．当連結会計年度末日後に行う剰余金の配当に関する事項
　2020年６月23日開催予定の第75回定時株主総会において、次の議案が提出されます。

普通株式の配当に関する事項
(１)　配当の原資 利益剰余金
(２)　配当金の総額 3,717百万円 (注1)(注3)
(３)　１株当たり配当額 20.0円
(４)　基準日 2020年３月31日
(５)　効力発生日 2020年６月24日

(注１)配当金の総額は、関係会社が保有する親会社株式の配当金控除後の金額です。
(注２)2019年６月21日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分

型）が保有する当社株式に対する配当金０百万円が含まれています。
(注３)2020年６月23日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（従業員持株会処分

型）が保有する当社株式に対する配当金９百万円、及び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式に
対する配当金13百万円が含まれています。
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Ⅵ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、主に建設事業を行うための資金計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）
を調達しています。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しています。
　営業債権である受取手形及び完成工事未収入金等については、顧客の信用リスクにさらされていますが、
当該リスクに関しては、受注管理規程及び経理規程等に沿って、定期的に残高管理の実施及び取引先ごとの
信用状況の把握を行うことにより、リスク低減を図っています。また、投資有価証券は主として株式であり、
市場価格の変動リスクにさらされていますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価
や発行体の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しています。
　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備等投資資金（長期）であり、一部の長期借入金の金利
変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しています。公共施設等運営権に
係る負債は、公共施設等運営権対価の未払額であり、運営期間にわたり支払います。また当該債務にかかる
金利は固定化されています。なお、デリバティブ取引はデリバティブ管理規則に従い、市場変動等のリスク
を回避するために利用し投機的な取引は行わない方針です。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１)現金預金 119,198 119,198 －

(２)受取手形・完成工事未収入金等 256,492 256,350 △141

(３)有価証券及び投資有価証券 99,589 97,390 △2,198

資産計 475,279 472,939 △2,340

(１)電子記録債務 10,328 10,328 －

(２)工事未払金等 108,410 108,410 －

(３)短期借入金 106,880 106,880 －

(４)１年内返済予定のノンリコース借入金 1,616 1,616 －

(５)公共施設等運営権に係る負債(流動負債) 4,449 4,449 －

(６)社債 30,000 29,739 △260

(７)ノンリコース社債 20 22 2

(８)長期借入金 22,217 22,316 98

(９)ノンリコース借入金 17,482 17,586 103

(10)公共施設等運営権に係る負債(固定負債) 112,900 122,444 9,543

負債計 414,306 423,793 9,487

(１)デリバティブ取引(※) (35) (35) －

(※)デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目
については（）で示しています。
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(１)現金預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってい
ます。
(２)受取手形・完成工事未収入金等

　これらの時価については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額を満期までの期間及び
信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しています。
(３)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価のうち、株式については取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引
金融機関から提示された価格によっています。

負　債
(１)電子記録債務、(２)工事未払金等、(３)短期借入金、(４)１年内返済予定のノンリコース借入金、
並びに(５)公共施設等運営権に係る負債(流動負債)

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。
(６)社債

　当社の発行する社債の時価は、市場価格によっています。
(７)ノンリコース社債

　ノンリコース社債の時価は、元利金の合計額を同様の新規社債発行を行った場合に想定される利
率で割り引いた現在価値により算定しています。
(８)長期借入金、並びに(９)ノンリコース借入金

　固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り
引いた現在価値により算定しています。
　変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当
該帳簿価額によっています。
　このうち金利スワップの特例処理の対象とされているものは、当該金利スワップと一体として処
理された元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で
割り引いた現在価値により算定しています。
(10)公共施設等運営権に係る負債(固定負債)

　公共施設等運営権に係る負債(固定負債)の時価は、支払予定時期に基づき、将来キャッシュフロ
ーを国債利回りを基礎とした合理的な利率で割り引いた現在価値により算定しています。
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デリバティブ取引
(１)デリバティブ取引

　デリバティブ取引の時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。
　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。

(注２)非上場株式等（連結貸借対照表計上額17,074百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロ
ーを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(３)有価証券及び
投資有価証券」には含めていません。
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Ⅶ．賃貸等不動産に関する注記
　当社及び一部の連結子会社では、東京都や福岡県などの全国主要都市を中心に、賃貸オフィスビルや賃貸複
合施設等を所有しています。当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は691百万円、固定
資産売却益は122百万円、減損損失は1,180百万円です。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末

の時価当連結会計年度
期首残高

当連結会計年度
増減額

当連結会計年度末
残高

11,451 17,548 29,000 40,906

(注１)連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額です。
(注２)当連結会計年度増減額の主な増加は、新規連結による増加13,037百万円、賃貸用オフィスビルの取得

2,822百万円、賃貸用オフィスビルの改修2,039百万円、主な減少は、減損損失1,180百万円です。
(注３)当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく

金額です。

Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 1,236円32銭
２．１株当たり当期純利益 77円24銭
(注)株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（従業員持株会処分型）及び株式給付信託

（ＢＢＴ）に残存する自社の株式は１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株
式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式
に含めています。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当連結会計年度末において株式給付
信託（従業員持株会処分型）は496千株であり、株式給付信託（ＢＢＴ）は657千株です。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当連結会計年度において株式
給付信託（従業員持株会処分型）は592千株であり、株式給付信託（ＢＢＴ）は404千株です。
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Ⅸ．公共施設等運営事業に関する注記
　連結子会社である愛知道路コンセッション(株)が運営権者となり、実施する公共施設等運営事業は以下のと
おりです。
１．運営権者が取得した公共施設等運営権の概要

対象となる
公共施設等の
内容

愛知県有料道路運営等事業
知多4路線
(南知多道路、知多半
島道路、知多横断道
路及び中部国際空港
連絡道路を総称して
いいます。)

猿投グリーンロ
ード 衣浦トンネル 衣浦豊田道路 名古屋瀬戸道路

上記路線ごとに運営権が設定されています。
実施契約に
定められた
運営権対価の
支出方法

運営権取得時に一時金を支払い、残額は運営期間にわたり分割して毎年支
払います。

運営権取得時に
全額を支払いま
す。

運営権設定期間 2016年10月１日～
 2046年３月31日

2016年10月１日～
 2029年６月22日

2016年10月１日～
 2029年11月29日

2016年10月１日～
 2034年３月５日

2016年10月１日～
 2044年11月26日

残存する
運営権設定期間

2020年４月１日～
 2046年３月31日

2020年４月１日～
 2029年６月22日

2020年４月１日～
 2029年11月29日

2020年４月１日～
 2034年３月５日

2020年４月１日～
 2044年11月26日

プロフィット
シェアリング
条項の概要

　各運営権対象施設に係る各事業年度の実績料金収入の合計額が、当該各運営権設定対象施
設に係る各事業年度の計画料金収入の合計額と比較して、増加し、または減少した場合、当
該増加し、または減少した料金収入の帰属または負担については以下のとおりです。

・6％以内の増加または減少にとどまる場合
　　運営権者の帰属または負担
・6％を超えて増加した場合
　　6％以内の増加額は運営権者の帰属、6％を超える増加額は愛知県道路公社の帰属
・6％を超えて減少した場合
　　6％以内の減少額は運営権者の負担、6％を超える減少額は愛知県道路公社の負担

２．公共施設等運営権の減価償却の方法
　交通量に基づく生産高比例法によっています。
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３．更新投資に係る主な事項
　(１)主な更新投資の内容及び投資を予定している時期
(知多４路線)

更 新 投 資 の 内 容 予 定 時 期

ＥＴＣレーン更新
2029年３月期　～　2032年３月期
2045年３月期　～　2046年３月期

一般収受機更新
2021年３月期　～　2022年３月期
2033年３月期　～　2036年３月期

中央装置更新
2024年３月期　～　2029年３月期
2031年３月期
2041年３月期

ガードレール更新
2021年３月期　～　2023年３月期
2028年３月期　～　2030年３月期
2033年３月期　～　2035年３月期

　(２)運営権者が採用した更新投資に係る資産及び負債の計上方法
　　　更新投資のうち資本的支出に該当する部分（所有権が管理者等に帰属するものに限る。）に関して、運

営権設定期間にわたって支出すると見込まれる額の総額及び支出時期を見積り、公共施設等運営権取得時
に、支出すると見込まれる額の総額の現在価値を負債として計上し、同額を資産として計上しています。

　(３)更新投資に係る資産の減価償却の方法
　　　交通量に基づく生産高比例法によっています。

Ⅹ．その他の注記
１．受取手形裏書譲渡高 10,641百万円

受取手形流動化による譲渡高 2,299百万円
２．金額の端数処理

　金額の百万円未満は、切捨て表示しています。
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３．計算書類
株主資本等変動計算書
第75期（2019年４月１日から2020年３月31日まで） （単位：百万円）

株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益

剰 余 金
当期首残高 28,463 36,587 74 36,661 4,552 68,000 22,666 95,218 △1,848 158,495
当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △3,927 △3,927 △3,927
別途積立金の積立 16,000 △16,000 － －
当期純利益 21,359 21,359 21,359
自己株式の取得 △3,597 △3,597
自己株式の処分 △12 △12 395 382
自己株式の消却 △61 △61 △3,654 △3,654 3,715 －
株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額）

当事業年度中の変動額合計 － － △74 △74 － 16,000 △2,222 13,777 513 14,217
当期末残高 28,463 36,587 － 36,587 4,552 84,000 20,444 108,996 △1,335 172,712

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 31,577 △0 31,576 190,072
当事業年度中の変動額

剰余金の配当 △3,927
別途積立金の積立 －
当期純利益 21,359
自己株式の取得 △3,597
自己株式の処分 382
自己株式の消却 －
株主資本以外の項目の当事業
年度中の変動額（純額） △16,541 0 △16,540 △16,540

当事業年度中の変動額合計 △16,541 0 △16,540 △2,323
当期末残高 15,036 － 15,036 187,749
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個　別　注　記　表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(１)満期保有目的債券

償却原価法（定額法）
(２)子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
(３)その他有価証券

時価のあるもの
　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定しています。）
時価のないもの
　移動平均法による原価法

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(１)未成工事支出金

個別法による原価法
(２)販売用不動産、開発事業等支出金、材料貯蔵品

個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
４．固定資産の減価償却の方法
(１)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しています。但し、1998年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっています。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。
(２)無形固定資産（リース資産を除く）及び長期前払費用

　定額法を採用しています。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５
年)に基づく定額法によっています。
(３)リース資産

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減
価償却方法と同一の方法によっています。また、所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産に
ついては、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
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５．繰延資産の処理方法
社債発行費

支出時に全額費用として処理しています。
６．引当金の計上基準
(１)貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を引当て計上しています。
(２)修繕引当金

　重機械類の大修繕に備えて、当事業年度までに負担すべき修繕見積額を引当て計上しています。
(３)賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち、当事業年度負担額を引当て計上
しています。
(４)役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額を引当て計上していま
す。
(５)完成工事補償引当金

　完成工事に係る瑕疵担保等の費用に充てるため、過去の一定期間における実績に基づく引当額を計上し
ています。
(６)工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、かつ、
その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を引当て計上しています。
(７)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度において発生していると認められる額を引当て計上しています。

①退職給付見込額の期間帰属方法
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、給付算定式基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（15年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとして
います。
　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による
定額法により按分した額を、費用の減額処理しています。
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(８)株式給付引当金
　役員株式給付規程に基づく役員に対する将来の当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株
式給付債務の見込額を引当て計上しています。
(９)債務保証損失引当金

　「株式給付信託（従業員持株会処分型）」終了時に、信託財産に係る債務残高が残る場合に備え、損失
負担見込額を引当て計上しています。

７．収益及び費用の計上基準
　請負工事に係る収益の計上については、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ
る工事については工事進行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しています。

８．ヘッジ会計の方法
　ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっています。
　なお、為替予約については振当処理の要件を満たすものは振当処理に、金利スワップについては特例処
理の要件を満たすものは特例処理によっています。

９．退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結
計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

１０．消費税等の会計処理
　税抜方式によっています。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記
貸借対照表

　前事業年度において、流動資産の「その他」に含めていた「短期貸付金」は重要性を勘案し、当事業年度
より区分掲記しています。なお、前事業年度における「短期貸付金」は3,163百万円です。

損益計算書
　前事業年度において、区分掲記していた営業外費用の「保証料」は重要性を勘案し、当事業年度より「そ
の他」に含めています。なお、当事業年度における「保証料」は106百万円です。
　前事業年度において、区分掲記していた特別利益の「関係会社株式売却益」は重要性を勘案し、当事業年
度より「その他」に含めています。なお、当事業年度における「関係会社株式売却益」は19百万円です。
　前事業年度において、特別利益の「その他」に含めていた「固定資産売却益」及び「投資有価証券売却
益」は重要性を勘案し、当事業年度より区分掲記しています。なお、前事業年度における「固定資産売却
益」は21百万円、「投資有価証券売却益」は6百万円です。
　前事業年度において、区分掲記していた特別損失の「関係会社株式評価損」は重要性を勘案し、当事業年
度より「その他」に含めています。なお、当事業年度における「関係会社株式評価損」は89百万円です。
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Ⅲ．貸借対照表に関する注記
１．担保に供している資産 投資有価証券 150百万円

関係会社株式 1,149百万円
投資その他の資産（その他） 270百万円

合　　計 1,570百万円
２．有形固定資産の減価償却累計額 55,660百万円
３．保証債務額

借入金等に対する保証債務 965百万円
工事に対する入札・履行保証等債務 458百万円

４．関係会社に対する短期金銭債権 100,561百万円
関係会社に対する長期金銭債権 388百万円
関係会社に対する短期金銭債務 17,169百万円
関係会社に対する長期金銭債務 163百万円

Ⅳ．損益計算書に関する注記
１．工事進行基準による完成工事高 362,652百万円
２．完成工事高のうち関係会社に対する部分 6,985百万円
３．完成工事原価のうち関係会社からの仕入高 56,168百万円
４．関係会社との営業取引以外の取引高 4,772百万円
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Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

当期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当期末株式数

普通株式 1,631千株 3,421千株 3,697千株 1,354千株

(注１)当事業年度期首の自己株式数には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が保有する当社の株式32千株
が含まれています。

(注２)自己株式の増加3,421千株は、株式給付信託（従業員持株会処分型）による当社の株式の取得による増加
743千株、株式給付信託（ＢＢＴ）による当社の株式の取得による増加657千株、取締役会決議に基づく
自己株式の取得による増加2,005千株、譲渡制限付株式の無償取得による増加14千株、及び単元未満株
式の買取りによる増加０千株です。

(注３)自己株式の減少3,697千株は、株式給付信託（従業員持株会処分型）による従業員持株会への当社の株式
の売却による減少279千株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分による減少71千株、及び取締
役会決議に基づく自己株式の消却による減少3,347千株です。

(注４)当事業年度末の自己株式数には、株式給付信託（従業員持株会処分型）が保有する当社の株式496千株及
び株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社の株式657千株が含まれています。
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Ⅵ．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退職給付引当金損金算入限度超過額 2,719百万円
たな卸資産等有税評価減 2,604
減損損失 4,067
貸倒引当金損金算入限度超過額 117
工事損失引当金 59
投資有価証券有税評価損 1,510
その他 6,924

繰延税金資産小計 18,003
評価性引当額 △14,059
繰延税金資産合計 3,944

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △6,413
その他 △45

繰延税金負債合計 △6,459
繰延税金負債の純額 △2,514
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Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属 性 会社等の名称 資本金
(百万円)

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の
内　容

取  引
金  額
(百万円)

科 目
期  末
残  高
(百万円)

子会社 (株)エフビーエス・ミヤマ 100 (所有)
直接75.0 ＣＭＳ取引 ＣＭＳ取引

支払利息
(注１)

8,163
24 預り金 9,744

子会社 愛知道路コンセッション(株) 480 (所有)
直接50.0

建設工事
の受注 建設工事の受注

（注２）
4,667

完成工事未
収入金

未成工事受
入金

6,860
9

子会社 前田総合インフラ(株) 0 (所有)
直接100.0 資金の貸付

資金の貸付
資金の回収
受取利息
（注３）

89,000
1,424

19 短期貸付金 87,575

関連会社 光が丘興産(株) 1,054

(所有)
直接17.6
間接 6.2
(被所有)
直接12.5

工事資材
の購入 工事資材の購入

(注２)
37,486 工事

未払金 3,624

(注１)ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム)取引は、グループ企業の資金を一元管理するものです。
取引金額については、期中における平均残高を記載しています。利率は市場金利を勘案して合理的に決定
しています。

(注２)価格その他の取引条件は、市場価格に基づいて価格交渉し決定しています。
(注３)資金の貸付に係る金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しています。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額 971円52銭
２．１株当たり当期純利益 110円36銭
(注)株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託（従業員持株会処分型）及び株式給付信託

（ＢＢＴ）に残存する自社の株式は１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株
式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式
に含めています。
１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、当事業年度末において株式給付信託
（従業員持株会処分型）は496千株であり、株式給付信託（ＢＢＴ）は657千株です。
１株当たり当期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当事業年度において株式給付
信託（従業員持株会処分型）は592千株であり、株式給付信託（ＢＢＴ）は404千株です。

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記
連結子会社の吸収合併

　当社は2020年４月６日開催の取締役会において、当社の完全子会社である前田総合インフラ株式会社を吸
収合併することを決議しました。

１．取引の概要
(1)被合併企業の名称及び事業の内容

被合併会社の名称　　前田総合インフラ株式会社
事業の内容　　　　　有価証券の取得、保有及び処分等

(2)合併予定日（効力発生日）
2020年６月26日

(3)企業結合の法的形式
　当社を存続会社とする吸収合併方式で、前田総合インフラ株式会社は効力発生日をもって解散します。
(4)結合後企業の名称

前田建設工業株式会社
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(5)その他取引の概要に関する事項
　当社及び前田総合インフラ株式会社は、2020年１月20日開催の各取締役会において、当社の持分法適用
関連会社であった前田道路株式会社の普通株式を金融商品取引法による公開買付け（以下「本公開買付け」
という。）により取得することを決定し、2020年３月19日に本公開買付けに基づく株式の取得を行うこと
で当社の連結子会社としました。本公開買付けの実施にあたり、将来的に行う可能性のある組織再編の際の
機動性及び柔軟性を確保する観点から、完全子会社として前田総合インフラを2019年12月26日に設立し
て前田道路株式会社株式の取得を目指すこととしていました。
　その後、本公開買付けの結果及び本公開買付けの開始以降の経緯並びに現在までの状況の変化等を勘案し
て当社グループの体制等を慎重に検討した結果、今般、当社が前田総合インフラ株式会社を吸収合併して前
田道路株式会社株式を一元的に管理することが、当社グループにおける経営資源の配分及び業務効率化の観
点から最適であると判断しました。
　なお、前田総合インフラ株式会社は当社の完全子会社であるため、本合併に際し株式の発行及び金銭等の
交付はありません。

２．実施する会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成31年１月16日）及び「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成31年１月16日）に基づき、
共通支配下の取引として処理する予定です。

子会社の特別配当に関する事項
　当社の子会社である前田道路株式会社が2020年４月14日に開催した臨時株主総会において、2020年３月
６日を基準日とする剰余金の配当（特別配当）を行う議案が原案どおりに承認可決されました。これにより、
当社は2021年３月期において、営業外収益に受取配当金として13,299百万円を計上する予定です。

Ⅹ．その他の注記
１．受取手形裏書譲渡高 1,349百万円
２．金額の端数処理

　金額の百万円未満は、切捨て表示しています。
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